
2023年 6月 28日 

 

西濃運輸株式会社 

代表取締役社長 小寺 康久 

 

 

 

 

 

決 算 公 告 

 

 

 

 

 

 

第 18期（2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで） 

貸借対照表・損益計算書および個別注記表 

 

 

貸 借 対 照 表・・・・・・・・2P 

損 益 計 算 書・・・・・・・・3P 

 個 別 注 記 表・・・・・・・・4~9P 



金　 　額 金　 　額

百万円 百万円

流 動 資 産 80,230 流 動 負 債 45,215

現 金 及 び 預 金 9,922 支 払 手 形 509

受 取 手 形 1,826 営 業 未 払 金 23,356

営 業 未 収 金 30,848 未 払 金 6,882

貯 蔵 品 331 未 払 費 用 6,863

短 期 貸 付 金 35,071 未 払 法 人 税 等 2,142

未 収 入 金 815 未 払 消 費 税 等 2,507

そ の 他 流 動 資 産 1,580 そ の 他 流 動 負 債 2,952

貸 倒 引 当 金 △ 165 固 定 負 債 55,163

固 定 資 産 201,236 退 職 給 付 引 当 金 48,112

有形固定資産 182,157 役員退職慰労引当金 184

建 物 70,347 株 式 給 付 引 当 金 5,054

構 築 物 3,635 資 産 除 去 債 務 1,630

機 械 装 置 3,082 そ の 他 固 定 負 債 182

車 両 運 搬 具 8,340 100,378

工 具 器 具 備 品 2,146

土 地 92,554 株 主 資 本 181,083

建 設 仮 勘 定 2,050 資  本  金 100

無形固定資産 3,000 資本剰余金 132,817

借 地 権 366 資 本 準 備 金 130,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,365 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,817

その他無形固定資産 268 利益剰余金 48,165

投資その他の資産 16,079 そ の 他 利 益 剰 余 金 48,165

投 資 有 価 証 券 16 土 地 圧 縮 積 立 金 6,468

長 期 貸 付 金 19 別 途 積 立 金 31,200

繰 延 税 金 資 産 14,279 繰 越 利 益 剰 余 金 10,496

そ の 他 投 資 1,763 評価･換算差額等 4

その他有価証券評価差額金 4

181,088

281,467 281,467

負  債  合  計

(純 資 産 の 部)

純 資 産 合 計

資  産  合  計 負債・純資産合計

貸 借 対 照 表
(2023年３月31日現在)

科  目 科  目

(資 産 の 部) (負 債 の 部)



百万円 百万円

267,366

252,362

15,003

4,449

10,553

3

802 805

5

17 22

11,336

124

296 420

914

381 1,296

10,461

4,562

△ 605 3,956

6,504

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

特 別 利 益

営 業 原 価

営 業 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 費 用

経 常 利 益

営 業 収 益

損 益 計 算 書

2022年４月１日から

2023年３月31日まで

科　　　　　目 金　　　　額



個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

建物、構築物（2016年４月１日以降取得分）、

車両運搬具（リース資産を除く） 定額法

その他の有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤務費用について

は発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）により、費用処理しております。

数理計算上の差異については各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により、それぞれ発生年度の翌事業年度より費用処理しております。

株式給付引当金

　株式給付規程に基づく従業員へのセイノーホールディングス株式の給付に備えるため、当事

業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益

認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用し

ており、主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　当社は、小口商業貨物を主力とし、宅配、引越、貸切等の運送を行う貨物自動車運送事業、航空、

鉄道、海上等の各種交通機関を利用して貨物の運送を行う貨物利用運送事業等行っております。当

社が提供するサービスは主に国内輸送であり、当該サービスに対する支配が顧客に継続的に移転す

るため、履行義務の充足に伴って収益を認識しております。



　不動産賃貸事業は、主にトラックターミナル跡地の有効活用により自社が所有する土地、マンショ

ン、駐車場などの賃貸を行っております。当該収益は、顧客との契約に基づき認識しております。

　対価についてはいずれも履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に支払いを受けております。

貸借対照表に関する注記

１．関係会社に対する短期金銭債権 百万円

　　関係会社に対する短期金銭債務 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

３．国庫補助金に基づく圧縮記帳累計額 百万円

４．退職給付債務等の金額

退職給付債務 百万円

未認識過去勤務費用 百万円

未認識数理計算上の差異 百万円

損益計算書に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益 百万円

２．関係会社との取引高

営業収益 百万円

営業費用 百万円

営業取引以外の取引高 百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 株

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2023年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。

① 配当金の総額

② 1 株当たり配当額

③ 基準日 2023年３月31日

④ 効力発生日 2023年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

35,087

181

185,135

333

1

決議
株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日

2,000

50,936

△ 884

3,708

62

266

264,766

効力発生日

2022年6月28日 普通
3,472 1,736,330 2022年3月31日 2022年6月29日

定時株主総会 株式

5,779 百万円

2,889,733 円 50 銭



税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 百万円

未払事業税 百万円

未払賞与 百万円

減損損失 百万円

資産除去債務 百万円

株式給付引当金 百万円

その他 百万円

 繰延税金資産  小計 百万円

評価性引当額 百万円

 繰延税金資産  合計 百万円

（繰延税金負債）

組織再編に伴い生じた圧縮積立金相当額 百万円

資産除去債務 百万円

圧縮記帳積立 百万円

その他 百万円

 繰延税金負債  合計 百万円

繰延税金資産（負債）の純額 百万円

リースにより使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

借主側

百万円

百万円

百万円

貸主側

百万円

百万円

百万円

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社は一時的な余剰資金は主に流動性の高い金融資産で運用しております。

　受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は全て上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

559

951

27,577

△ 6,056

21,520

3,600

16,502

188

1,806

5,835

1,733

１年超

合計 12,739

226

3,377

37

7,241

14,279

１年内 1,773

１年内 235

１年超

合計 3,364

10,966

3,129



２．金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について現金は注記を省略して

おり、預金、受取手形、営業未収金、短期貸付金、支払手形及び営業未払金は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　投資有価証券は全て上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場

で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しており、時価と帳簿価額は一致しており

ます。

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　都市開発の影響や狭隘化などの理由で代替施設が設置されたトラックターミナル跡地を、賃貸に供す

ることで経営資源の有効活用に努めております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

　（単位　百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

（注2）当事業年度末の時価は、主として鑑定評価額又は固定資産税評価額をもとに合理的に調整

した価額を使用しております。

関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等 　（単位　百万円）

(注) 取引金額における資金の貸付は、年間の平均残高を記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

２．兄弟会社等 　（単位　百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．車両の購入については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

２．車両の売却については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

貸借対照表計上額 時価

24,727 33,718

親会社 セイノーホールディ  被所有 資金の援助 資金の貸付

属性 会社等の名称
議決権等の所有 関連当事者

取引の内容

- -

科目 期末残高
(被所有)割合 との関係

取引金額取引の内容

科目 期末残高
(被所有)割合 との関係

取引金額

35,955 短期貸付金 35,067

属性 会社等の名称
議決権等の所有 関連当事者

ングス㈱ 直接100% 役員の兼任 利息の受取

3,020

0

未払金 1

子会社 車両の売却 車両の売却 106 未収入金 20

親会社の
岐阜日野自動車㈱ なし

車両の購入 車両の購入

未払金 79

アリング㈱ 建物等の除却 建物等の除却 9 - -

186
ービス ソフトウェアの購入 ソフトウェアの購入 869

セイノーエンジニ
なし

資産の購入及び管理 資産の購入及び管理 474

㈱セイノー情報サ
なし

工具器具備品の購入 工具器具備品の購入 601
未払金

10,247
シャル㈱ グ取引 グ取引

セイノーフィナン
なし

ファクタリン ファクタリン
44,656 営業未払金



３．工具器具備品の購入については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

４．ソフトウェアの購入については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

５．資産の購入及び管理については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

６．建物等の除却については、市場実勢を勘案し両者間での価格交渉の上決定しております。

７．ファクタリング取引については、当社の営業未払金に関し、当社、当社の取引先、セイノーフィ

 ナンシャル㈱の３社間で基本契約を締結しております。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 円 67 銭

２．１株当たり当期純利益 円 48 銭

重要な後発事象

重要なグループ会社の吸収合併

　当社は2022年４月１日開催の取締役会において、関東西濃運輸株式会社、濃飛西濃運輸株式会社

及び東海西濃運輸株式会社を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結、2023年４月１

日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称 西濃運輸株式会社

事業の内容 輸送事業

被結合企業の名称 関東西濃運輸株式会社、濃飛西濃運輸株式会社及び東海西濃運輸株式会社

事業の内容 輸送事業

（2）合併の日程

取締役会決議日 2022年４月１日

合併契約締結日 2022年４月１日

（3）企業結合日

2023年４月１日

（4）企業結合の法的形式

　西濃運輸株式会社を存続会社、関東西濃運輸株式会社、濃飛西濃運輸株式会社及び東海西濃運輸

株式会社を消滅会社とする吸収合併

（5）結合後企業の名称

西濃運輸株式会社

（6）その他取引の概要に関する事項

　４社がカバーするエリアに於いての効率的かつ柔軟性のある物流プラットフォームの構築にむけ

て幹線ダイヤを再編、運行効率の全体最適化を図ることを目的として当社は、関東西濃運輸株式会

社、濃飛西濃運輸株式会社及び東海西濃運輸株式会社を吸収合併することといたしました。なお、

本合併は、当社の親会社であるセイノーホールディングス株式会社の完全子会社間での吸収合併で

あるため、合併に際して株式の割当て、その他の対価の交付は行いません。

２．実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）

に基づき、共通支配下の取引として処理する予定です。

90,544,177

3,252,098
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